
設 計 書
令和７ 年度 委　 託

仕 様 書

１ ． 委　 託　 名 令和７ 年度航空写真撮影等業務委託

２ ． 委 託 場 所 川越市内全域

３ ． 委 託 費 金 円　 （  積 算 原 価 円)

川                       越                    市

委 託 の 大 要

　 地方税法第４ ０ ８ 条の実地調査を 補完する ために、 賦課期日( １ 月１ 日) 現在の航空写真撮
影を行う 。 その航空写真を活用し て課税客体( 土地及び家屋) の現況を正確かつ効率的に把握
する ためにデジタ ル（ 精密） オルソ 画像データ を 作成し 、 家屋については経年異動判読を 行
う 。

数値写真撮影　 109. 13k㎡
デジタ ル（ 精密） オルソ 作成　 109. 13k㎡
家屋経年異動判読　 109. 13k㎡



  

委　託　費　内　訳　表  

費      目 工    種 細    別 数   量 単位 単   価 金       額

直接費 撮影費

撮影計画 109.13 k㎡

総運航 6.46 時間

撮影 4.67 時間

滞留 3 日

 GNSS/IMU計算 690 枚

数値写真作成 690 枚

 同時調整 109.13 k㎡

　 検証点測量 9 点

オルソ画像作成

ステレオ処理 670 モデル

数値表層モデルデータ作成 670 モデル

デジタル（精密）オルソ画像作成 670 モデル

経年異動判読

家屋経年異動判読 1 式

家屋異動データ作成 1 式

 家屋異動リスト作成 1 式

打合せ協議

打合せ協議 1 式

直接費計 　

諸経費 1 式

成果検定費 690 枚

小　　計

消費税

 

合　　計

         川             越             市



令和７ 年度航空写真撮影等業務委託 仕様書 

 

川越市財政部資産税課 

 

 

第１ 章  総  則 

 

（ 適用）  

第１ 条 本仕様書は、 川越市（ 以下「 発注者」 と いう 。） が業務委託する 航空写真撮影

等業務（ 以下「 本業務」 と いう 。） に必要な事項を定める も のと し 、 受注者は、 当該

仕様書に基づき 業務を行う も のと する 。  

 

（ 目的）  

第２ 条 本業務は、 航空写真を活用し て川越市における 固定資産税の課税客体（ 土地

及び家屋） の現況を正確かつ効率的に把握し 公平適正な課税を行う ために、 航空写

真の撮影、 デジタ ル（ 精密） オルソ 画像の作成、 固定資産情報管理シス テム（ Ｇ Ｉ

Ｓ ） に搭載する 航空写真データ の作成及び人工知能を用いた家屋の経年異動判読を

行う こ と を目的と する 。  

 

（ 契約期間）  

第３ 条 契約期間は、 契約締結日から 令和８ 年３ 月１ ６ 日ま でと する 。  

 

（ 支払方法）  

第４ 条 支払方法は完了払いと する 。  

 

（ 準拠する 法令等）  

第５ 条 本業務実施にあたっては、 本仕様書に定める ほか、 次の関係法令等に準拠し

て実施する も のと する 。  

⑴ 地方税法 

⑵ 不動産登記法 

⑶ 固定資産評価基準 

⑷ 測量法 

⑸ 公共測量作業規程の準則 

⑹ 川越市公共測量作業規程 

⑺ 川越市税条例 

⑻ 川越市固定資産（ 土地） 評価事務取扱要領 



⑼ 国土地理院「 ディ ジタ ルオルソ 作成の公共測量作業マニュ アル」  

⑽ 航空法 

⑾ 川越市情報セキュ リ ティ ポリ シー 

⑿ その他の関係法令、 諸規定、 通達等 

 

（ 使用する 座標系等）  

第６ 条 本業務の成果品で使用する 座標系等は次のと おり と する 。  

⑴ 準拠する 測地系は、 世界測地系（ Ｊ Ｇ Ｄ ２ ０ １ １ ） と する 。  

⑵ 水平位置の座標系は、 平面直角座標第Ⅸ 系と する 。  

⑶ 垂直位置の座標系は、 東京湾平均海面の標高を基準と する 。  

⑷ データ に付与する 日付は、 西暦で記述する 。  

 

（ 提出書類）  

第７ 条 受注者は、 本業務の着手にあたり 次の書面を提出し 、 発注者の承認を受ける

も のと する 。  

⑴ 委託業務実施計画書 

⑵ 管理技術者等通知書 

⑶ 資格及び登録を証明する 書類の写し  

⑷ 委託先における 個人情報の取扱状況チェ ッ ク リ ス ト  

⑸ その他発注者の指示する 書類 

 

（ 作業の打ち合わせ等）  

第８ 条 本業務を円滑に推進する ため、 受注者は作業着手前及び業務過程における 打

ち合わせを綿密に行う と と も に、 定期的な業務の進捗を発注者に報告し 、 各作業工

程完了にあたっては、 報告及び検査を受ける も のと する 。  

２  受注者は打ち合わせ協議を行った都度、 速やかに記録簿を作成し 、 発注者の確認

を受け、 各１ 部ずつ保管する も のと する 。  

 

（ 業務実施体制）  

第９ 条 適切に業務を遂行する ため、 受注者は、 地理空間情報専門技術者 GI S１ 級の

資格を有する 者を照査技術者と し て配置でき る 者である も のと する 。  

 

 

 

 

 



（ 関係機関と の折衝等）  

第１ ０ 条 受注者は本業務を遂行する にあたり 、 関係者又は関係官公署と の折衝を要

する 場合、 ある いは折衝を受けた場合には、 速やかに発注者に申し 出て、 発注者と

協議の上、 折衝、 調整する も のと する 。  

２  受注者は固定資産情報管理シス テム（ Ｇ Ｉ Ｓ ） と の調整において、 必要に応じ て、

当該シス テムの保守管理を行う 業者と 折衝、 打ち合わせ等を行う も のと する 。  

 

（ 公共測量実施計画書の提出）  

第１ １ 条 受注者は、 航空写真撮影について、 測量法第３ ６ 条の規定に基づき 公共測

量実施計画書を作成し 、 発注者の承認を得た上で国土地理院に提出する も のと す

る 。  

 

（ 損害賠償）  

第１ ２ 条 受注者は、 本業務遂行中に生じ た受注者に起因する 諸事故に対し て一切の

責任を負い、 発生原因、 経過、 被害内容の状況を報告し 、 発注者の指示に従う も の

と する 。 ま た、 賠償等に必要な負担は受注者が負う も のと する 。  

 

（ 検査）  

第１ ３ 条 受注者は、 本業務工程ごと 及び業務完了後に、 発注者によ る 検査を受ける

も のと する 。 その結果、 成果品について本仕様書の要求等を満たさ ない場合には受

注者の負担にて速やかに修正を行う も のと する 。  

２  受注者は、 発注者の指摘し た事項の修正後に発注者によ る 、 再検査を受ける も の

と し 、 その合格をも って業務の完了と する 。  

３  完了検査は、 固定資産情報管理シス テム（ Ｇ Ｉ Ｓ ） で正常に稼働する こ と が確認

さ れた後、 合格と する 。 なお、 データ 格納作業は本業務の対象外と する 。 ま た、 デ

ータ に関し ては、 事前に社内検査を行う こ と と する 。 検査項目は、 セキュ リ ティ 検

査及び地理空間情報専門技術者Ｇ Ｉ Ｓ １ 級の資格を有する 者によ る データ 品質の検

査と する 。  

４  受注者は、 本業務を完了し たと き は、 遅滞なく 発注者に対し て委託業務実施報告

書を提出し なければなら ない。  

 

（ 納入期限及び場所）  

第１ ４ 条 納入期限及び場所は、 次に掲げる と おり と する 。 ただし 、 天候等のやむを

得ない事情によ り 業務に遅れが生じ た場合には、 発注者の承認によ り 納入期限を延

長する こ と ができ る 。  

⑴ 第５ ８ 条にいう １ 次成果品の納入期限は、 令和８ 年１ 月１ ９ 日と する 。  



⑵ 第５ ９ 条にいう ２ 次成果品の納入期限は、 令和８ 年２ 月１ ６ 日と する 。  

⑶ 第６ ０ 条にいう 最終成果品の納入期限は、 令和８ 年３ 月１ ６ 日と する 。  

⑷ 納入場所は、 川越市財政部資産税課と する 。  

 

（ 貸与資料）  

第１ ５ 条 本業務を遂行する ため、 発注者が保有する 資料が必要な場合には、 預り 証

と 引き 換えに受注者に貸与する も のと する 。  

２  受注者は、 情報セキュ リ ティ マネジメ ント シス テムに基づいた貸与さ れた資料の

管理を行い、 資料の破損、 滅失等の事故のないよ う 留意する も のと する 。 ま た、 本

業務完了後は速やかに返却する も のと する 。  

３  貸与資料の使用にあたっては、 目的を本業務に関する こ と に限定し 、 他の目的の

ために使用し てはなら ない。  

 

（ 秘密保持）  

第１ ６ 条 受注者は、 本業務履行上知り 得た事項について、 業務中及び業務完了後に

おいても 第三者に漏洩し てはなら ない。  

 

（ 個人情報の保護）  

第１ ７ 条 受注者は、 本業務を遂行する ため個人情報を取り 扱う 場合は、 別記「 個人

情報取扱特記事項」 を遵守し 、 個人情報の保護に努めなければなら ない。  

２  受注者は、 一般財団法人日本情報経済社会推進協会から のプラ イ バシーマーク 付

与認定（ Ｊ Ｉ Ｓ Ｑ １ ５ ０ ０ １ ） 又は情報セキュ リ ティ マネジメ ント シス テム認定基

準Ｊ Ｉ Ｓ Ｑ ２ ７ ０ ０ １ （ Ｉ Ｓ Ｏ ／Ｉ Ｅ Ｃ ２ ７ ０ ０ １ ） の認定を受けている も のであ

る こ と 。  

 

（ 契約不適合）  

第１ ８ 条 発注者は、 納品さ れた成果品が種類又は品質に関し て契約の内容に適合し

ないも のである と き は、 受注者に対し 、 成果品の修補又は代替物の引渡し によ る 履

行の追完を請求する こ と ができ る 。  

２  発注者は、 納品さ れた成果品に関し 、 納品さ れた日から １ 年以内でなければ契約

不適合を理由と し た履行の追完の請求、 損害賠償の請求等をする こ と ができ ない。  

（ 疑義）  

第１ ９ 条 本仕様書に定めのない事項及び疑義が生じ た場合は、 発注者と 受注者の協

議の上、 受注者は発注者の指示に従い業務を遂行する も のと する 。  

 

 



（ 成果品の帰属等）  

第２ ０ 条 本業務の成果品及び成果品を作成する う えで作業工程中に作成し た図面、

資料、 データ 等は、 すべて発注者に帰属する も のと し 、 発注者の許可なく 成果品を

使用、 複写の作成も し く は第三者に公表、 貸与、 譲渡し てはなら ない。  

 

（ 業務カルテの登録）  

第２ １ 条 受注者は、 契約時又は変更時において、 業務委託料が１ ０ ０ 万円以上の業

務委託について、 測量調査設計業務実績情報サービ ス （ Ｔ Ｅ Ｃ Ｒ Ｉ Ｓ ） に基づき 、

受注・ 変更・ 完了・ 訂正時に業務実績情報と し て「 登録のための確認のお願い」 を

作成し 、 監督員の確認を受けた上、 受注時は契約後１ ０ 日以内に、 登録内容の変更

時は変更後１ ０ 日以内に、 完了時は業務完了後（ 委託業務完了検査合格後） １ ０ 日

以内（ いずれも 土曜日・ 日曜日・ 祝日・ １ ２ 月２ ９ 日～１ 月３ 日を除く ） に、 訂正

時は速やかに（ 財） 日本建設情報総合センタ ーに登録申請し なければなら ない。  

２  （ 財） 日本建設情報総合センタ ー発行の「 登録内容確認書」 が受注者に届いた際

には、 その写し を直ちに監督員に提出し なければなら ない。  

３  変更時と 完了時の間が１ ０ 日間に満たない場合は、 変更時の提出を省略でき る も

のと する 。  

 

（ 再委託）  

第２ ２ 条 本業務の一部を第三者に再委託する 場合は、 再委託する 業務内容、 再委託

先の名称、 再委託が必要な理由を明記の上、 事前に書面にて提出し 、 発注者の承諾

を得る 必要がある 。  

 

 

第２ 章  業務概要 

 

（ 概要）  

第２ ３ 条 本業務の概要は、 次に掲げる と おり と する 。  

⑴ 業務区域  川越市全域 109.13 ㎢ 

⑵ 業務内容 

ア 航空写真撮影                          １ 式 

イ  全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び精密オルソ 作成                １ 式 

ウ  経年異動判読                         １ 式 

エ 経年異動判読結果と 課税マス タ と の照合             １ 式 

 

 



第３ 章  航空写真撮影 

 

（ 概要）  

第２ ４ 条 航空写真撮影と は、 固定資産税の課税客体（ 土地及び家屋） の把握並びに

全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び精密オルソ 作成を目的と する 写真画像撮影を行う こ と をいう 。  

 

（ 作業項目）  

第２ ５ 条 航空写真撮影の作業項目は、 次のと おり と する 。  

⑴ 撮影計画 

⑵ 撮影 

⑶ 標定図の作成 

⑷ Ｇ Ｎ Ｓ Ｓ ／Ｉ ＭＵ計算 

⑸ 数値写真作成 

⑹ 同時調整 

⑺ 検証点測量 

⑻ 撮影年月日一覧図の作成 

⑼ 航空写真データ 処理 

 

（ 撮影計画）  

第２ ６ 条 受注者は、 撮影前に撮影計画（ 使用機材、 撮影コ ース 、 撮影枚数等を含む）

を作成し 、 発注者の承諾を得る も のと する 。  

２  受注者は、 航空法に抵触する こ と のないよ う 、 関係機関と 密に連絡を取り 、 計画

策定にあたる も のと する 。  

 

（ 撮影）  

第２ ７ 条 撮影実施にあたっては、 計画図に基づき 、 国土地理院の助言のも と に地図

情報レ ベル１ ０ ０ ０ の図化精度を保証し た撮影を実施する も のと する 。  

２  地上解像度は、 0.12ⅿ以内と する 。  

３  撮影方向は、 東西と する 。  

４  撮影コ ース は、 直線かつ等高度と し 、 水平面に対する 傾斜角は 5 度以内と する 。  

５  同一コ ース 内の隣接空中写真間の重複度は 80% 、隣接する コ ース 間の重複度は 60%

を標準と し 、 市中心部についてはコ ース 間重複度を 80％と する 。  

６  作業区域内を完全にカバーする ため、 南北の両端の区域外にそれぞれ１ コ ース ず

つ設定する と と も に、 各コ ース の始めと 終わり の区域外を１ モデル以上撮影する 。  

 

 



（ 航空機及び機材）  

第２ ８ 条 航空機及び機材は、 川越市公共測量作業規程に定める 所要の性能と 同等以

上の性能を有する も のと する 。  

２  受注者は、 使用する 機材等について、 事前に発注者に届け出、 発注者の承認を得

る も のと する 。  

３  撮影にあたっては、 精度確認実施済である 、 Ｇ Ｎ Ｓ Ｓ ／Ｉ ＭＵ（ 自動空中写真測

量用装置） を搭載し た直接定位装置（ 航空機カメ ラ と 連動し て各写真の撮影Ｇ Ｎ Ｓ

Ｓ 時刻と 飛行中のＧ Ｎ Ｓ Ｓ 及びＩ ＭＵデータ を記録する 装置） を使用する も のと す

る 。  

 

（ 撮影期日）  

第２ ９ 条 撮影日は、 令和８ 年１ 月１ 日を基準日と し 、 太陽高度が適切な午前１ ０ 時

から 午後２ 時の間で、 晴天かつ大気の状態が安定し た時を選んで実施する も のと す

る 。  

２  撮影日は、 天候不良等やむを得ない場合は、 発注者の承認を得て、 基準日前後の

直近の日に速やかに撮影を実施する も のと する 。  

 

（ 作業実施の報告及び撮影記録等の提出）  

第３ ０ 条 受注者は、 撮影後速やかに撮影状況を発注者に報告する も のと する 。  

２  受注者は、 撮影後１ ４ 日以内に撮影記録及び撮影コ ース 別精度管理表を作成し 、

発注者に提出する も のと する 。  

 

（ 再撮影）  

第３ １ 条 撮影終了後の点検結果によ り 、 次の不備が発見さ れた場合については、 原

則と し て当該撮影コ ース の全部について速やかに再撮影を行う も のと する 。  

⑴ 写真画面の現況確認が雲及び光量不足等によ り 、 著し く 不明瞭な場合 

⑵ 写真画像に著し い光輝部分又は陰影部分がある 場合 

⑶ 写真の撮影縮尺及び撮影範囲が計画と 著し く 異なる 場合 

⑷ 実体の空白部がある 場合 

２  受注者は、 再撮影が令和８ 年１ 月８ 日以降になった場合、 発注者の求めによ り 、

当初に撮影し た航空写真データ 等を提出する も のと する 。  

 

（ 標定図作成）  

第３ ２ 条 撮影が完了し た場合には、 その結果に基づき 縮尺１ ／２ ５ ， ０ ０ ０ の地形

図に写真中心点、 図郭割、 図郭座標値、 撮影コ ース 及び写真番号等を記入し た撮影

標定図を作成する も のと する 。  



 

（ Ｇ Ｎ Ｓ Ｓ ／Ｉ ＭＵ計算）  

第３ ３ 条 Ｇ Ｎ Ｓ Ｓ ／Ｉ ＭＵ計算は、 航空機に搭載し たＧ ＮＳ Ｓ ／Ｉ ＭＵ（ 慣性計測装

置） データ 、 写真撮影時刻データ 及び地上参照局で取得し たＧ ＮＳ Ｓ データ を用いて撮

影し た瞬間のカメ ラ の位置と 傾き （ 外部標定要素） を求める も のと する 。 ま た、 直接定

位計算によ り 算出さ れた撮影時の位置及び姿勢データ を所定のファ イ ル形式に取り ま と

める も のと する 。  

 

 （ 数値写真作成）  

第３ ４ 条 数値写真作成は、 撮影し た写真画像をデジタ ル空中写真画像処理装置で合

成し 、 作成する も のと する 。  

 

 （ 同時調整）  

第３ ５ 条 同時調整は、 Ｇ Ｎ Ｓ Ｓ ／Ｉ ＭＵ計算で得ら れた撮影時における 時刻、 位置

及び姿勢情報をも と に、 デジタ ル画像上で画像マッ チングによ り 自動でタ イ ポイ ン

ト を生成し 、 位置情報及び姿勢情報と 検証点と を同時調整する 作業を行う も のと す

る 。  

 

（ 検証点測量）  

第３ ６ 条 検証点は、 原則と し て各ブロ ッ ク の四隅に写真上で明確に判読でき る 点を

配置する も のと し 、 現地にてＧ Ｎ Ｓ Ｓ 又はト ータ ルス テーショ ンにて４ 級基準点測

量以上の精度基準に準じ て設置する も のと する 。 選点が困難な場合には撮影前に対

空標識を設置する も のと する 。  

２  検証点は、 原則と し て発注者よ り 貸与を受ける 座標データ を使用する こ と と する

が、 現況の変化に伴い既存の座標データ が使用でき ない場合、 作業上必要と 認めら

れる 場合は、 別途設置する も のと する 。  

 

（ 撮影年月日一覧図の作成）  

第３ ７ 条 受注者は、 各区の写真図番号ごと の撮影年月日及び撮影カウ ンタ ー番号が

記載さ れた撮影年月日一覧図を作成する も のと する 。  

 

（ デジタ ル撮影によ る 航空写真データ の基準）  

第３ ８ 条 デジタ ル撮影によ り 取得する 航空写真データ は次の基準を満たすも のと す

る 。  

⑴ 撮影の際の水平解像度は地表面で 0.12ⅿ以内である こ と  

⑵ 航空写真データ の地上解像度は 0.12m 以内である こ と  



⑶ 航空写真データ の色階調は、 RGB24bit フ ルカラ ー（ 各色 8bi t） である こ と  

２  データ 調整の際は、 次の点に留意する 。  

⑴ 白と びや黒つぶれなどによ り 色階調が失われる こ と のないよ う 、 コ ント ラ ス ト  

や明暗の調整を行う こ と  

⑵ 図郭間及びコ ース 間で色合いのバラ つき を生じ ないよ う 、 色調整を行う こ と  

⑶ コ ント ラ ス ト 調整、 明暗調整及び色調整においては、 過度な調整は避ける こ と  

 

（ 航空写真データ 処理）  

第３ ９ 条 前条によ り 取得し た航空写真データ は、 後続作業である 全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び

精密オルソ 作成に必要な外部標定要素（ 第３ ３ 条） と の結合処理を行う 。  

２  航空写真撮影時に使用し た、 航空カメ ラ の特性を表すカメ ラ データ （ カメ ラ キャ

リ ブレ ーショ ン） を PDF 形式にて発注者へ提出する も のと する 。  

 

 

第４ 章  全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び精密オルソ 作成 

 

（ 概要）  

第４ ０ 条 全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び精密オルソ 作成と は、 撮影さ れた航空写真データ を全画

素ス テレ オ処理し 、 家屋及び道路等の人工構造物や植生等の土地被覆を含めた地上

表層面の標高を取得し て、 全画素Ｄ Ｓ Ｍを作成し 、 こ れを用いて精密オルソ 画像デ

ータ の作成を行う も のである 。 航空写真データ よ り 全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び精密オルソ 画

像を自動生成可能なシス テムを用いて、 こ れら の作業を行う も のと する 。  

 

（ 作業項目）  

第４ １ 条 全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び精密オルソ 作成の作業項目は、 次のと おり と する 。  

⑴ 全画素Ｄ Ｓ Ｍの作成 

⑵ 精密オルソ 作成 

 

（ 全画素ス テレ オ処理の定義）  

第４ ２ 条 本仕様書における 全画素ス テレ オ処理と は、 シス テムを用いた画像マッ チ

ング方式によ り 、 航空写真の全画素点で標高、 位置の取得を行い、 全画素Ｄ Ｓ Ｍ及

び精密オルソ データ を作成する こ と をいう 。  

 

（ 全画素Ｄ Ｓ Ｍの定義）  

第４ ３ 条 本仕様書における 全画素Ｄ Ｓ Ｍと は、 地上表層の標高値を、 航空写真の全

画素点について算出し たデータ をいう 。  



 

（ 全画素Ｄ Ｓ Ｍの作成）  

第４ ４ 条 全画素Ｄ Ｓ Ｍの作成は、 カラ ーデジタ ル写真画像のブロ ッ ク 調整後、 全画

素ス テレ オマッ チングによ り 自動標高抽出を行い、 撮影解像度に等し い精度の数値

表層モデルを作成する も のと する 。  

 

（ 全画素Ｄ Ｓ Ｍの基準）  

第４ ５ 条 全画素Ｄ Ｓ Ｍは、 次の基準を満たすこ と と する 。  

⑴ 水平解像度は、 0.12m 以内である こ と 。  

⑵ 全画素ス テレ オ処理によ り 生成する も のと し 、 0.12m を超える データ 処理結果 

を内挿補間する など 、 データ 加工によ り 作成し ないこ と 。  

 

（ 精密オルソ の定義）  

第４ ６ 条 本仕様書における 精密オルソ と は、 撮影さ れたカラ ーデジタ ル写真画像に

おける 家屋の屋根面の水平位置の傾き について、 全画素Ｄ Ｓ Ｍを用いて真位置に補

正し た画像データ をいう 。  

 

（ 精密オルソ 作成）  

第４ ７ 条 精密オルソ 作成は、 ブロ ッ ク 調整後の外部標定要素を用いて標定し たカラ

ーデジタ ル写真画像を、 全画素Ｄ Ｓ Ｍをも と に正射変換し 、 撮影解像度に等し い精

度の精密オルソ 画像を作成する も のと する 。 ま た、 接合する 画像において色調等の

調整を行う も のと する 。 なお、 精密オルソ 画像データ は、 こ れを簡易に表示でき る

閲覧用ビュ ーワ と と も に納める も のと する 。  

 

（ データ フ ァ イ ル）  

第４ ８ 条 全画素Ｄ Ｓ Ｍは、 図郭を単位と し てテキス ト ファ イ ル形式によ り 格納する

も のと する 。 ま た、 8bi t のグレ ース ケール画像に変換し 、 TI FF 形式又は JPE G 形

式で保存し たファ イ ルを付すこ と と する 。 なお、 品質等の確認のため、 受注者はグ

レ ース ケール画像作成後、 見本品（ 1 図郭） を提出し 、 発注者の承認を受ける も の

と する 。  

２  精密オルソ 画像データ は「 6400 ピ ク セル×4800 ピ ク セル」（ 色調の異なる ２ 種）

で切り 出し を行う も のと する 。 切り 出し た画像については、 位置情報ファ イ ル（ ワ

ールド ファ イ ル形式） を作成し 、 画像ファ イ ルと 合わせて DVD に収納する も のと

する 。 作成する 画像ファ イ ルの形式は、 圧縮なし の TI FF 形式及び固定資産情報管

理シス テム（ Ｇ Ｉ Ｓ ） に搭載する ための JPEG 形式と する 。 JPE G 形式の圧縮率に

ついては、 発注者と 受注者の協議によ り 決定する も のと する 。  



３  精密オルソ 画像については、 全体的なコ ント ラ ス ト を調整し たも のを５ パタ ーン

作成し て発注者に提示する も のと し 、 発注者・ 受注者の両者確認の上、 最終的な精

密オルソ 画像を作成する も のと する 。  

 

 

第５ 章  経年異動判読 

 

（ 概要）  

第４ ９ 条 経年異動判読は、 全画素ス テレ オ処理によ り 作成さ れた二時期の全画素Ｄ

Ｓ Ｍ及び精密オルソ 画像を用いて、 高さ 及び色の差分によ る 建物の経年変化を自動

抽出し 、 課税評価に反映さ せる ための基礎資料を作成する 作業をいう 。 なお、 二時

期の全画素Ｄ Ｓ Ｍ及び精密オルソ 画像と は、 受注者が作成する 令和７ 年１ 月１ 日基

準日撮影のも の及び令和８ 年１ 月１ 日基準日撮影のも のをいう 。  

 

（ 作業項目）  

第５ ０ 条 経年移動判読の作業項目は、 次のと おり と する 。  

⑴ 経年異動判読 

⑵ 家屋経年異動表示データ 作成 

⑶ 異動家屋リ ス ト 作成 

 

（ 経年異動判読）  

第５ １ 条 経年異動判読は、 次に掲げる 点に留意し 、 作業を実施する も のと する 。  

⑴ 全画素の標高値及び色成分データ の差分を抽出する 。  

⑵ 高さ については概ね 2.5m 程度、 形状については 1.0m×2.0m 程度、 高さ の増 

減がなく 色成分のみの異動の場合の形状については 3.0m×3.0m 程度の異動基準 

と し て抽出する 。  

⑶ 上記の基準に関わら ず、 発注者が必要と する 場合は、 別途協議によ り 変更する  

こ と ができ る も のと する 。  

⑷ 経年異動判読作業は、 １ 次判読作業と ２ 次判読作業を行う も のと する 。  

ア １ 次判読作業と は、 人工知能シス テムによ り 異動箇所を自動抽出する 作業及

び、 作業に精通する 技術者が川越市全域の航空写真を目視し 異動箇所を抽出す

る 作業をいう 。  

イ  ２ 次判読作業と は、 前項の１ 次判読作業で抽出し た結果が妥当である かを、

作業に精通する 技術者が判定する 作業をいう 。  

⑸ 人工知能シス テム判読の成果と し て、 人工知能シス テムの処理ロ グを納品する

も のと する 。  



⑹ 色成分の差分抽出は、 RGB カラ ーによ る 差分分析を行う も のと する 。  

 

（ 家屋経年異動表示データ 作成）  

第５ ２ 条 家屋経年異動判読成果に基づき 、 その異動種別によ り 指定の着色表示を行

い、 精密オルソ 画像データ と 重ねあわせて表示でき る 家屋経年異動表示データ を作

成する 。 家屋経年異動表示データ は Shapefi le 形式で作成する も のと する 。 ま た、

図郭単位で PDF データ も 作成する も のと する 。 なお、 家屋経年異動表示データ の作

成にあたっては、 別紙１ を参照する も のと する 。  

 

（ 異動家屋リ ス ト 作成）  

第５ ３ 条 家屋経年異動判読によ って抽出し た異動家屋情報は、 次に掲げる 項目に従

い異動家屋リ ス ト （ Excel フ ァ イ ル形式） にま と める も のと する 。  

⑴ 図面番号 

⑵ 大字名 

⑶ 大字コ ード  

⑷ 小字名 

⑸ 小字コ ード  

⑹ 地番 

⑺ 異動区分（ 新築、 滅失、 増改築、 屋根色変化、 工事中、 不明）  

⑻ 異動写真時点 

⑼ 各種リ ス ト 照合結果 

⑽ 備考欄 

⑾ 調査結果記入欄 

⑿ 確認欄 

⒀ 物件番号 

 

 

第６ 章 経年異動判読結果と 課税マス タ と の照合 

 

（ 概要）  

第５ ４ 条 家屋経年異動判読結果に基づき 異動のあった家屋の該当地番を取得し 、 課

税マス タ 及び新増築・ 滅失家屋リ ス ト と の照合を行う 作業をいう 。  

 

（ 作業項目）  

第５ ５ 条 経年異動判読結果と 課税マス タ と の照合の作業項目は、 次のと おり と する 。 

⑴ 課税マス タ 及び新増築、 滅失家屋リ ス ト と の照合 



⑵ 家屋経年異動表示データ 作成及び異動家屋リ ス ト の更新 

 

（ 課税マス タ 及び新増築、 滅失家屋リ ス ト と の照合）  

第５ ６ 条 家屋異動判読結果と 課税マス タ およ び新増築・ 滅失家屋リ ス ト と の照合を

行い、 照合結果・ 物件番号を家屋経年異動表示データ に付加する 。  

 

（ 家屋経年異動表示データ 作成及び異動家屋リ ス ト の更新）  

第５ ７ 条 前条にて付加し た照合結果情報よ り 、 新増築・ 滅失家屋リ ス ト と 一致し た

家屋を除外し 家屋経年異動表示データ 及び異動家屋リ ス ト を更新する 。  

 

 

第７ 章  成果品 

 

（ １ 次成果品）  

第５ ８ 条 本業務によ る １ 次成果品は、 次に掲げる と おり と する 。 なお、 データ 類は

H DD 等に記録し 、 納品する も のと する 。  

⑴ 全画素Ｄ Ｓ Ｍ 

（ テキス ト フ ァ イ ル形式及び TI FF 形式又は JPEG 形式）      １ 式 

⑵ 精密オルソ データ （ オク リ ュ ージョ ン領域補正前）  

（ TI FF 形式及び JPE G 形式）（ H DD）            １ 式 

⑶ 固定資産情報管理シス テム（ Ｇ Ｉ Ｓ ） 搭載用精密オルソ データ   

（ オク リ ュ ージョ ン領域補正前）  

（ 索引図・ JPEG 形式）（ DVD）（ 正・ 副）           １ 式 

⑷ 人工知能によ る 1 次判読結果データ             １ 式 

 

 （ ２ 次成果品）  

第５ ９ 条 本業務によ る ２ 次成果品は、 滅失に係る ２ 次判読結果データ 及び課税マス

タ 等と の照合結果データ １ 式と する 。  

 

 （ 最終成果品）  

第６ ０ 条 本業務によ る 最終成果品は、 次に掲げる と おり と する 。 なお、 データ 類は

H DD 等に記録し 、 納品する も のと する 。  

⑴ 航空写真画像データ  

（ TI FF 形式・ RAW データ 及びカメ ラ 情報データ （ DAT 形式））    １ 式 

⑵ 撮影記録簿（ 紙及び H DD）                １ 式 

⑶ 撮影標定図（ 紙及び H DD）                １ 式 



⑷ 撮影精度管理表（ 紙及び H DD）              １ 式 

⑸ 直接定位計算成果データ                 １ 式 

⑹ 全画素Ｄ Ｓ Ｍ 

（ テキス ト フ ァ イ ル形式及び TI FF 形式又は JPEG 形式）      １ 式 

⑺ 精密オルソ データ  

（ TI FF 形式及び JPEG 形式）（ H DD）            １ 式 

⑻ 家屋経年異動表示データ                 １ 式 

⑼ 異動家屋リ ス ト                   １ 式 

⑽ 各種メ タ データ                   １ 式 

⑾ 経年異動判読結果と 課税マス タ と の照合結果 

ア 不一致リ ス ト                       １ 式 

イ  不一致抽出図形データ                  １ 式 

ウ  標高差分データ                      １ 式 

エ 家屋分類結果データ                 １ 式 

オ その他必要と する 資料                １ 式 

⑿ 閲覧用ビュ ーワ                   １ 式 

⒀ 人工知能（ Ａ Ｉ ） 処理ロ グ                １ 式 

⒁ 固定資産情報管理シス テム（ Ｇ Ｉ Ｓ ） 搭載用精密オルソ データ  

（ 索引図・ JPEG 形式）（ DVD）（ 正・ 副）           １ 式 

⒂ 評定点配点図及び明細簿                １ 式 

⒃ 同時調整計算結果                  １ 式 

⒄ その他必要と する 資料                １ 式 

２  本業務の撮影成果については、 完成後速やかに検定機関によ る 成果検定を行う も

のと する 。  

３  納入する 成果品の各種データ は、 事前にウ イ ルス チェ ッ ク をする も のし 、 ウ イ ル

ス チェ ッ ク を実施し た報告書を発注者に提出する も のと する 。  

 

（ 成果品の品質）  

第６ １ 条 成果品のう ち、 航空写真画像に関する 次に掲げる も の等が、 十分な品質を

有し ていないと 判断さ れた場合、 直ちに再撮影を行う も のと する 。  

⑴ 直接定位計算時の衛星個数、 計算時の精度 

⑵ 画像画質（ 解像度、 色調の統一、 諧調、 暗影部、 鮮明度、 像のむら 、 局所の歪 

み）  

⑶ 接合（ 重複度）   



別紙１  

家屋経年異動表示 データ の 作成に つい て  

 

１  家 屋 経 年 異 動 デ ー タ は 、 精 密 オ ル ソ 画 像 上 、 ま た は 精 密 オ ル ソ 画 像 等 に

重 ね て 表 示 で き る レ イ ヤ な ど の 画 像 デ ー タ 上 に 異 動 表 示 記 号 を 入 力 し て 作

成 し 、 第 ４ ７ 条 の 閲 覧 用 ビ ュ ー ワ で 表 示 可 能 な も の と す る 。  

２  異 動 表 示 記 号 は 、 以 下 の と お り と す る 。  

 

表示 

記号 

異動原因 色 判   定   内   容 

令和６ 年度撮影 令和７ 年度撮影 

〇 新築 赤 家屋が存在し ない 
家屋が存在する も ので、屋根、壁があり

完成し ている も の 

× 全部滅失 青 家屋が存在する  同一場所に家屋が存在し ないも の 

△ 

増改築 

( 一部滅失

を含む)  

緑 家屋が存在する  

同一場所に従前と 類似し た形状の家屋

があり 、 その一部に増加又は滅失等の

変化が認めら れる も の（ 従前に平家建

であったも のが２ 階建以上になってい

る も のも 含む。）  

□ 屋根色変更 緑 家屋が存在する  
同一場所に従前と 同様の家屋があ る

が、 屋根の色が変化し ている も の 

工 工事中 黒 
家屋が存在し ない、

又は工事中 
上記以外の工事中のも の 

未 不明 黒 
家屋が存在する 、 又

は存在し ない 

構造物や木の影に隠れており 、 異動内

容が確認でき ないも の 

 

 

 

 



別記「個人情報取扱特記事項」 
 
（基本事項） 
１ この契約により、川越市（以下「発注者」という。）から業務の委託を受けた者（以下

「受注者」という。）は、この契約による業務を履行するに当たり、個人情報（個人情報

の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報をいう。

以下同じ。）を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵

害することのないようにしなければならない。 
 （秘密保持） 
２ 受注者は、この契約による業務に係る個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不

当に使用してはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 
 （従事者の明確化） 
３ 受注者は、この契約による業務に係る個人情報の取扱いに従事する者を明確にし、発注

者から求めがあったときは、発注者に報告しなければならない。 
 （従事者への監督及び教育） 
４ 受注者は、この契約による業務に係る個人情報の取扱いに従事する者に対し、在職中及

び退職後においても、この契約による業務に係る個人情報の内容をみだりに他人に知ら

せ、又は不当に使用してはならないことその他個人情報の保護に関する必要な事項につ

いて、監督及び教育を行わなければならない。 
 （委託目的以外の使用等の禁止） 
５ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に係る個人情

報を当該業務の目的以外に利用し、又は第三者に提供してはならない。 
 （安全管理措置） 
６ 受注者は、この契約による業務に係る個人情報の漏えい、改ざん、滅失その他の事故を

防止するため、個人情報の厳重な保管、搬送その他の安全管理のために必要かつ適切な措

置を講じなければならない。 
 （持ち出しの禁止） 
７ 受注者は、この契約による業務を処理するために必要な範囲を超えて、受注者がこの契

約による業務に係る個人情報を取り扱っている事業所その他のあらかじめ特定した場所

から個人情報を持ち出してはならない。 
 （複写及び複製の禁止） 
８ 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務に係る個人情

報を複写し、又は複製してはならない。 
 （再委託の条件） 
９ 受注者は、個人情報の取扱いを伴う業務を第三者（受注者の子会社（会社法（平成１７

年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）に

委託（以下「再委託」という。）しようとする場合には、あらかじめ発注者の書面による

承諾を得なければならない。この場合において、受注者は、再委託の相手方にこの個人情

報取扱特記事項（以下「特記事項」という。）に規定する義務と同様の義務を遵守させる

とともに、発注者に対し、再委託の相手方による当該義務の履行について責任を負うもの

とする。 
 （個人情報の返還又は処分） 
10 受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときは、この契約による業務に係る個人



情報を、速やかに発注者に返還し、又は漏えいを来さない方法で確実に処分しなければな

らない。 
 （報告及び実地調査） 
11 発注者は、この契約の遵守状況を確認するために必要な範囲内において、この契約によ

る業務に係る個人情報の取扱いについて、受注者に報告させ、又は実地に調査をすること

ができる。 
 （事故発生時の報告義務） 
12 受注者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがあることを知った

ときは、速やかに、発注者に報告し、その指示に従わなければならない。この契約が終了

し、又は解除された後においても､同様とする｡ 
 （その他） 
13 受注者は、前各項に掲げるもののほか、個人情報の適正な管理のために必要な措置を講

じなければならない。 
 
 
 



受注業務の名称：

個人情報保護に関する第三者認証（プライバシーマーク、ISMS等）の取得の有無 　 有 無

（有の場合）

項番 項　　目 個人情報取扱特記事項

1

　 はい いいえ

2

　 はい いいえ

3

　 はい いいえ

（はいにチェックした場合は、以下も記載してください）

責任者氏名

責任者連絡先

個人情報を取り扱う従業員数

4

　 はい いいえ

5

　 はい いいえ

6

　 はい いいえ

7

　 はい いいえ

　　 （はいにチェックした場合）
　●どのような対策を講じていますか
　 　（対策の例）
　　 　・情報媒体の施錠管理　　 　　　　　　　　　　   　　　　　・情報媒体の使用記録簿等の作成
　　 　・情報システムにおけるアクセス制限　　　　　 　　　　　・情報システムにおけるセキュリ ティ対策
        ・郵送は「書留」、社内便は「親展」扱いにする　  　　　 ･運搬物の際は、蓋付きコンテナを使用　など

6 安全管理措置

　受注者は、この契約による業務に係る個人情報の漏え
い、改ざん、滅失その他の事故を防止するため、個人情報
の厳重な保管、運搬その他の安全管理のために必要かつ
適切な措置を講じなければならない。

　個人情報を取り扱う際に、個人情報の漏えい、改ざん、滅失等の事故を防止するため必要かつ適切な対
策を講じていますか

3 従事者の明確化
　受注者は、この契約による業務に係る個人情報の取扱い
に従事する者を明確にし、発注者から求めがあったときは、
発注者に報告しなければならない。

　個人情報の取扱いに関する責任者等を明確にした上で、安全管理上の問題への対応や監督、点検の実
施等の措置が常時講じられる体制を敷いていますか

　個人情報を取り扱うことを許可された従事者以外の者が当該個人情報に触れることができないようにして
いますか

2 秘密の保持
　 受注者は、この契約による業務に係る個人情報の内容を
みだりに他人に知らせ、又は不当に使用してはならない。こ
の契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。

　従事者に対し、直接又は間接的に知り得た業務に係る個人情報を第三者に漏らしてはならないこと及び
契約終了後又は解除後も同様に漏らしてはならないことを指導していますか

委託先における個人情報の取扱状況チェックリスト

受注業者名：
（担当責任者職・氏名）

点検日（年月日）：

チェック項目欄

1 基本事項

　受注者は、この契約による業務を履行するに当たり、個人
情報を取り扱う際には、個人情報の保護の重要性を認識
し、個人の権利利益を侵害することのないようにしなければ
ならない。

　個人情報保護の考え方や安全管理に係る基本方針（プライバシーポリ シーなど）及び個人情報の取扱い
に関する社内規程（取得、入力などの取扱段階ごとのルールなど）を整備していますか

認証規格名：

認証規格名：

取得時期：

取得時期：

　

4
従事者への監督及び
教育

　受注者は、この契約による業務に係る個人情報の取扱い
に従事する者に対し、在職中及び退職後においても、この
契約による業務に係る個人情報等の内容をみだりに他人に
知らせ、又は不当に使用してははならないことその他個人
情報の保護に関する必要な事項について、監督及び教育を
行わなければならない。

　個人情報の保護に関し、従事者に必要な教育（研修）等を実施していますか

 
   　（「はい」にチェックした場合）
　　　　　※研修計画（時期、対象者、カリキュラムなど）を記載してください

　従事者に対し、この契約による業務に係る個人情報を、当該業務の目的以外に使用してはならないことを
指導していますか

委託目的以外の使用
等の禁止

　受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この
契約による業務に係る個人情報を当該業務の目的以外に
利用し、又は第三者に提供してはならない。

5

（川越市）



項番 項　　目 個人情報取扱特記事項 チェック項目欄

8

　 はい いいえ

　 はい いいえ

9

　 はい いいえ

10

　 はい いいえ 再委託しない

11

　 はい いいえ 再委託しない

12

　 はい いいえ 再委託しない

13

　 はい いいえ

　 はい いいえ

（はいにチェックした場合、具体的な処分方法）

14

　 はい いいえ

（はいにチェックした場合は、以下も記載してください）

責任者氏名

責任者連絡先

15

　 はい いいえ

16

　 はい いいえ

　従事者に対し、この契約による業務に係る個人情報を、勝手に複写又は複製してははならないことを指導
していますか。

複写及び複製の禁止
　受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この
契約による業務に係る個人情報を複写し、又は複製しては
ならない。

8

　従事者に対し、この契約による業務に係る指定場所以外の場所へ個人情報を持ち出してははならないこ
とを指導していますか。また、そのための対策を講じていますか。

　　 （はいにチェックした場合）
　●どのような対策を講じていますか
　 　（対策の例）
　　 　・従事者以外の入室制限
　　 　・情報媒体の使用記録簿等の作成
　　 　・モバイル端末、可搬記録媒体等の持ち込みの制限　など

持ち出しの禁止7

　受注者は、この契約による業務を処理するために必要な
範囲を超えて、受注者がこの契約による業務に係る個人情
報を取り扱っている事業所その他のあらかじめ特定した場
所から個人情報を持ち出してはならない。

個人情報を持ち出してははならないことを指導していますか。

対策を講じていますか。

9 再委託の条件

　受注者は、個人情報の取扱いを伴う業務を第三者（受注
者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１項
第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）に委
託（以下「再委託」という。）しようとする場合には、あらかじ
め発注者の書面による承諾を得なければならない。この場
合において、受注者は、再委託の相手方にこの個人情報取
扱特記事項（以下「特記事項」という。）に規定する義務と同
様の義務を遵守させるとともに、発注者に対し、再委託の相
手方による当該義務の履行について責任を負うものとする。

　受注事務を第三者に再委託しようとする場合、市へ事前に通知し、再委託契約締結前（再委託先におけ
る業務開始前）に市の承諾を得る必要があることを認識していますか

　受注事務を第三者に再委託する場合、市において再委託先の個人情報の安全管理体制の整備状況を
確認する必要があるため、再委託先から本チェックリ ストの提出を受けた上で市に提出しなければならない
ことを認識していますか

　市の承諾を得て個人情報を取り扱う事務を第三者に委託した場合、再委託先の個人情報の取扱いにつ
いて個人情報取扱特記事項等により監督を行っていますか

指導していますか。

確実な方法で処分を行っていますか。

　※記載する項目については、別に資料を添付しても構いません。

12 その他
　受注者は、前各項に掲げるもののほか、個人情報の適正
な管理のために必要な措置を講じなければならない。

　個人情報保護法第６６条に規定する行政機関等における保有個人情報に係る安全管理措置の義務が、
委託を受けた者に対しても準用されることを認識していますか。

　個人情報保護法第１７６条及び同法第１８０条に規定する罰則が、行政機関等から委託を受けた者に対し
ても適用されることを認識していますか。

10
個人情報の返還又は
処分

　受注者は、この契約が終了し、又は解除されたときは、こ
の契約による業務に係る個人情報を、速やかに発注者に返
還し、又は漏えいを来さない方法で確実に処分しなければ
ならない。

　従事者に対し、この契約による業務に係る個人情報を業務完了後返還等する必要があることを指導して
いますか。また、廃棄、消去等の処分をする際には、漏えい等のリ スクが生じない確実な方法で処分を行っ
ていますか。

11 事故発生時の報告義
務

  受注者は、この特記事項に違反する事態が生じ、又は生じ
るおそれがあることを知ったときは、速やかに、発注者に報
告し、その指示に従わなければならない。この契約が終了
し、又は解除された後においても､同様とする｡

　個人情報の漏えい等安全確保の上で問題となる事案が発生し、又は発生するおそれがあることを認識し
たときに対応する責任者を明確にしていますか。また、市への連絡体制を確立していますか

（川越市）


